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条 船舶機関規則 解      説 

 
 
 
 
 
 
 
第５１条 

第６章 補機及び管装置 
 
 
 
第１節 通則 

 
(管装置の分離） 
燃料油管装置、潤滑油管装置、清水管装置及びビルジ管装置（次項において「燃料油管装置等」

という。）は、それぞれ他の管装置と独立したものでなければならない。 
２ 燃料油管装置等以外の管装置は、その使用目的に応じ、できる限り他の管装置と独立したもの
としなければならない。 

第 6 章 補機及び管装置 
(A) 国際航海に従事する旅客船の排水装置については、本章によるほか、区画規程第 49 条、第 61
条、第 62 条及び第 77 条から第 90 条までによること。 

 
第１節 通則 

 
(管装置の分離) 

51.0(a) 本条の規定は、液体の混合を避けるための措置が講じられているものには適用しない。 
(b) 管装置の分離については、附属書[11]「補機及び管装置」によること。 

 
第５２条 

(配置） 
補機及び管装置の継手部その他漏えいのおそれのある部分は、発電機、配電盤、制御器その他

の電気設備に近接した場所に設けてはならない。ただし、継手部その他漏えいのおそれのある部
分からの漏えいを防止するための措置又は当該電気設備を保護するための措置を講じた場合は、
この限りでない。 

２ 油に係る補機及び管装置の設置場所は、ボイラその他高熱となるものの上方以外の場所であっ
てボイラその他高熱となるものからできる限り離れた場所としなければならない。 

３ 加圧し、かつ、加熱して用いられる油に係る補機及び管装置の設置場所は、破損及び漏油をで
きる限り容易に発見することができる場所としなければならない。 

４ 油管装置及び清水管装置は、それぞれ清水タンク内及び油タンク内に設けてはならない。 
５ 引火性を有するガスを発生する貨物に係る補機及び管装置は、燃料油タンク内及びガス爆発の
原因となるおそれのある機関又は電気設備を備え付けた区画室内に設けてはならない。 

６ 燃料油常用タンク、燃料油セットリングタンク及び潤滑油タンクの空気管は、破損により海水
又は雨水がタンク内に侵入するおそれがある場所に設けてはならない。 

(配置) 
52.3(a) 本項の規定は、国際航海に従事する船舶及び遠洋区域又は近海区域を航行区域とする旅客船

の燃料油及び潤滑油に係る補機及び管装置以外のものには適用しない。 
(b) 「加圧」とは、0.18MPa を超える加圧をいう。 

52.5(a) LNG 船等であって貨物油を燃料油として使用するものについては、資料を添えて海事局検
査測度課長まで伺い出ること。 

(b) 防爆型の電気設備のみを設けた区画は、「ガス爆発のおそれのある機関又は電気設備を備え
付けた区画」とみなさない。 

52.6(a) 本項の規定は、外洋航行船(限定近海貨物船を除く。)以外の船舶には、適用しない。 
(b) 空気管に海水及び雨水がタンクに混入しない措置が講じられている場合は、本項の規定は適
用しない。(図 52.6(b)参照) 

 
図 52.6(b) 海水及び雨水が混入しない措置が講じられている場合の例 

(c) 空気管は、海水及び雨水に直接さらされない場所に配置すること。 

 
第５３条 

(保護） 
損傷を受けやすい場所に設けられる補機及び管装置並びに危険物（危険物船舶運送及び貯蔵規

則（昭和３２年運輸省令第３０号）第２条第１号の危険物をいう。以下この節において同じ。）
に係る補機及び管装置は、損傷の防止のための措置が講じられたものでなければならない。 

(保護) 
53.1(a) 兼用船(防火構造規則第 29 条の 2 の兼用船をいう。以下同じ。)であって貨物用舷側タンク

が設けられているものの甲板下の貨物油管は、当該舷側タンク内に取り付けられていなければ
ならない。ただし、貨物油管を保護できるダクト(清掃及び通風が可能であること。)内に取り
付けられている場合は、この限りでない。 

(b) 兼用船であって、貨物用舷側タンクが設けられていないものの甲板下の貨物油管は、(a)た
だし書のダクト内に取り付けられていなければならない。 

 
第５４条 

(過圧の防止等） 
過圧が生じるおそれのある補機及び管装置は、安全弁その他の過圧防止装置を備え付けたもの

でなければならない。 
２ 油又は危険物に係る補機及び管装置に備え付けた前項の過圧防止装置は、当該油又は危険物が
飛散することを防止するための措置が講じられたものでなければならない。 

(過圧の防止等) 
54.1(a) 安全弁その他の過圧防止装置については、附属書[9]「安全装置の基準」によること。 

 
第５５条 

(タンク内液量計測装置） 
タンクは、内部の液量を計測するための装置を備え付けたものでなければならない。ただし、

測深管を備え付けたタンクについては、この限りでない。 
２ 油又は危険物を貯蔵又は積載するタンクに備え付けた前項の液量を計測するための装置は、破
損によりタンク内に貯蔵する物質が流出するおそれのないものでなければならない。 

(タンク内液量計測装置) 
55.1(a) 内部の液量を計測するための装置及び測深管については、附属書[11]「補機及び管装置」に

よること。 
(b) 国際航海に従事する船舶及び遠洋区域又は近海区域を航行区域とする旅客船の燃料油タン
ク、潤滑油タンク及びその他の可燃性油タンクの液量計測装置については、附属書[11]「補機
及び管装置」によること。 
なお、｢その他の可燃性油｣とは、燃料油、潤滑油及び貨物油以外の油であって、動力伝達装

置、制御装置等及び加熱装置において圧力をかけて使用される可燃性油をいう。 
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第５６条 

(圧縮空気管装置等の配管） 
圧縮空気管装置、蒸気管装置及びタンクの通気管装置は、当該管装置内のドレンの滞留量を最

小とするように配管されたものでなければならない。 

 

 
第５７条 

(継手） 
管装置の継手は、当該管装置の使用目的及び使用位置に応じ、漏えいの防止のための適当な措

置が講じられたものでなければならない。 
２ 油に係る管装置は、継手ができる限り少ないものでなければならない。 

(継手) 
57.0(a) 油管の場合における「適当な措置」とは、油管のフランジを直接合わせることとし、やむを

得ない理由によりパッキングを用いる場合は、これを耐油性のものとし、かつ、できる限り薄
いものとすること。 

57.2(a) 本項の規定は、外洋航行船(限定近海貨物船を除く。)以外の船舶の燃料油タンク、潤滑油タ
ンクその他の油のタンクの管装置以外の油に係る管装置には、適用しない。 

 
第５８条 

(弁及びコック） 
補機及び管装置の弁及びコックは、当該弁及びコックを操作する位置で容易に開閉状態を識別

することができるものでなければならない。 

(弁及びコック) 
58.0(a) 本条の規定は、国際航海に従事しない船舶又は長さ 24m 未満の船舶の海水吸入弁及び船外

吐出弁又はコックについては適用しない。 
(b) 開閉状態の識別については、附属書[9]「安全装置の基準」によること。 

 
第５９条 

(外板に開口を有する管装置） 
船舶の外板（船体の一部を構成する海水箱を含む。以下この条において同じ。）に開口を有す

る管装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。ただし、排気管については、
この限りでない。 
１ 外板に堅固に取り付けられた止め弁又はコックを当該開口部に備え付けたものであること。 
２ 外板の腐食を防止するための措置が講じられたものであること。ただし、外板の材料が耐食
性の優れたものである場合は、この限りでない。 

３ 喫水線下の外板に開口を有し、かつ、船内（専ら液体を積載するタンク内を除く。）に開口
を有する管装置であって当該管装置に備え付けられた弁又はコックの操作を誤った場合に船
外から海水が浸入するおそれのあるものにあっては、当該管装置に海水の浸入を防止するため
の措置が講じられたものであること。 

(外板に開口を有する管装置) 
59.0(a) 本条の規定は、暴露甲板上の排水のための開口等の海水の浸入によっても船舶の安全に支障

を及ぼすおそれのない開口には適用しない。 
(b) 第 1 号の規定は、長さ 30m(国際航海に従事する船舶にあっては、長さ 24m)未満の船舶で
あって船外排出管の開口が最高喫水線より上方の位置に設けられており、かつ、管の一部を湾
曲させる等により海水の逆流を防止するための措置が講じられているものには適用しない。 

(c) 第 1 号の止め弁及びコックについては、附属書[11]「補機及び管装置」によること。 

 
第６０条 

(２以上の水密区画室に開口を有する管装置） 
２以上の水密区画室に開口を有する管装置は、当該２以上の水密区画室のそれぞれを分離する

ことができる止め弁又はコックを備え付けたものでなければならない。 

 

 
第６１条 

(こし網等） 
海水吸入口は、こし網又は格子及び当該こし網又は格子を容易に掃除することができる装置を

備え付けたものでなければならない。 
２ 寒冷地に停泊することがある船舶の海水吸入口は、着氷等により海水の吸入に支障を生じない
ものでなければならない。 

(こし網等) 
61.1(a) こし網等の掃除に関する規定は、長さ 50m 未満の船舶には適用しない。 

(b) 冷却水、バラスト水及び消防用に用いる海水吸入弁又は海水吸入コックの海水吸入口に備え
付けるこし網及び格子以外のこし網及び格子には、掃除することができる装置を省略して差し
支えない。 

(c) こし網及び格子については、附属書[11]「補機及び管装置」によること。 

 
第６２条 

(予備の補機） 
船舶の推進に関係のある補機であって次に掲げるものは、通常使用する補機のほかに、当該補

機が故障し、又は停止した場合において、直ちにその機能を代替することができる予備の補機が
なければならない。ただし、当該通常使用する補機が故障し、又は停止した場合においても引き
続き適当な推進力を得ることができる船舶については、この限りでない。 
１ 燃料油又は潤滑油を供給するポンプ 
２ 燃料油の加熱器 
３ 冷却水又は冷却油を供給するポンプ 
４ ボイラ水を供給するポンプ 
５ 蒸気タービンのコンデンサのポンプ及び真空装置 
６ 機関の制御に用いる空気圧縮機、空気タンク及び油圧ポンプ 

２ 前項第四号のポンプであって通常使用するもの及び予備のものに接続する管装置は、それぞれ
独立したものでなければならない。 

(予備の補機) 
62.1(a) 本項の規定により備える予備の補機については、次に掲げるところによること｡ 

なお、本項ただし書の規定に適合する場合は、ただし書の規定によること。この場合におい
て、「適当な推進力」については、25.0(b)によること。 
(1) 油を燃料とする主ボイラ又は主要な補助ボイラの噴燃装置は、噴燃ポンプ及び油加熱器を
それぞれ 2 組以上備え、いつでも切り換えて使用できるもので、1 組が故障した場合であっ
てもボイラの最大蒸発量を得るのに十分な油を供給できるものであるか、又は油を重力によ
り噴燃バーナーに供給する装置 1 組を備え付けたものであること。ただし、主要な補助ボイ
ラが汽笛のみに蒸気を供給する場合であって、当該汽笛に代わる設備規程に適合する他の汽
笛を有する場合は、本項の規定を適用しない。 

(2) 動力燃料油供給ポンプでセットリングタンクへ送油する船舶には、切り換えることができ
るよう装置されている予備の動力燃料油供給ポンプを備え付けていること。この場合におい
て、他の目的に使用する独立の動力により駆動する燃料油供給ポンプが利用できる場合は、
当該ポンプを予備のポンプとみなして差し支えない。また、次のいずれかに該当する場合は、
本項の規定を適用しない。 
(ⅰ) 連続最大出力 1,471kW 以下の主機又は 50m 未満の船舶であって、予備の手動ポンプ
を備えている場合 

(ⅱ) 平水区域を航行区域とする船舶の場合 
(3) 動力燃料油供給ポンプでセットリングタンクへ送油する船舶以外の船舶については、予備
の燃料油ポンプを省略して差し支えない。 

(4) 強制潤滑方式の主機、推進のために必要な動力伝達装置及び主要な補助機関(発電機及び
第 1 種補機を駆動するものに限る。)の潤滑油管装置は、それぞれ連続最大出力時において
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十分に給油できる容量を有し、かつ、直ちに切り換えることができる 2 台以上の動力により
駆動される潤滑油ポンプを備えたものであること。この場合において、他の目的に使用する
独立の動力により駆動する潤滑油供給ポンプが利用できる場合は、当該ポンプを予備のポン
プとみなして差し支えない。また、次のいずれかに該当する場合は、本項の規定を適用しな
い。 
(ⅰ) 同一形式の主機、推進のために必要な動力伝達装置又は主要な補助機関を 2 以上有す
る船舶が直ちに切り換えることにより各主機、推進のために必要な動力伝達装置又は主要
な補助機関に共用することができるよう配管されている十分な能力を有する予備潤滑油
供給ポンプ 1 台を備えている場合 

(ⅱ) 主機、推進のために必要な動力伝達装置又は主要な補助機関を 2 台又は 2 軸以上備え
ている船舶のそれぞれの機関に主潤滑油ポンプが内蔵されている場合であって、ポンプの
完備品を予備として 1 組備え、故障の際にも容易に交換できる場合 

(iii) 長さ 30m 未満の船舶の主機、推進のために必要な動力伝達装置又は主要な補助機関
に、それぞれに主潤滑油ポンプが内蔵されている場合であって、ポンプの完備品を予備と
して 1 組備え、故障の際にも容易に交換できる場合 

(ⅳ) 735.5kW 以下の蒸気タービン、735.5kW 以下の内燃機関又はこれらの動力伝達装置
であって、予備の手動潤滑油ポンプを備えている場合 

(ⅴ) 257kW 以下の高速機関、22kW 以下のディーゼル機関又はこれらの動力伝達装置のよ
うに、手動又は適当な方法により始動時に給油できる機関の場合 

(ⅵ) 水中翼船、平水区域を航行区域とする船舶及び次に掲げるいずれかの船舶(限定近海貨
物船及び沿海区域を航行区域とする船舶に限る。)に備える主機、推進のために必要な動
力伝達装置及び主要な補助機関の場合 
(ｲ) 多軸船であって各軸に主機及び動力伝達装置を備え、かつ、各主機及び動力伝達装置
に潤滑油ポンプを備えたもの 

(ﾛ) 1 推進軸系に独立に軸系を駆動することができる主機を 2 以上有し、かつ、各主機に
潤滑油ポンプを備えたもの 

(ﾊ) それぞれに潤滑油ポンプを備える 2 以上の主要な補助機関を有し、その 1 を使用し
ない場合においても、発電機又は第 1 種補機の駆動に支障がないもの 

(5) 主機、推進のために必要な動力伝達装置、主要な補助機関(発電機及び第 1 種補機を駆動
するものに限る。)及びこれに附属する冷却器の冷却水管装置は、動力によって駆動される
正副 2 個の冷却ポンプ(循環ポンプを含む。)を備えたものであること。この場合において、
正冷却ポンプは、連続最大出力時において十分に冷却できる容量を有するものであり、また、
副冷却ポンプは独立動力のものであること。 
なお、冷却が海水で行われるときにあってはバラストポンプ又は雑用ポンプが、清水で行

われるときにあっては清水ポンプ又は海水ポンプが、油で行われるときにあっては油ポンプ
がそれぞれ適当に配管されている場合は、これらのポンプを副冷却ポンプとみなして差し支
えない。また、次のいずれかに該当する場合は、本項の規定を適用しない。 
(ⅰ) 主機、推進のために必要な動力伝達装置又は主要な補助機関を 2 以上備えている船舶
で、それぞれの機関に正冷却ポンプが内蔵されている場合であって、ポンプの完備品を 1
組備え、故障の際にも容易に交換できる場合 

(ⅱ) 長さ 30m 未満の船舶の場合 
(ⅲ) 長さ 30m 以上 50m 未満の船舶であって、主機、推進のために必要な動力伝達装置及
びこれに附属する清水及び潤滑油冷却器のための副冷却ポンプを備える場合 

(ⅳ) 735.5kW 未満の機関の場合 
(ⅴ) 水中翼船、平水区域を航行区域とする船舶及び次に掲げるいずれかの船舶(限定近海貨
物船及び沿海区域を航行区域とする船舶に限る。)に備える主機、推進のために必要な動
力伝達装置及び主要な補助機関の場合 
(ｲ) 多軸船であって各軸系に主機又は動力伝達装置を備え、かつ、各主機又は動力伝達装
置に冷却ポンプを備えたもの 

(ﾛ) 1 推進軸系に独立に軸系を駆動することができる主機を 2 以上有し、かつ、各主機に
冷却ポンプを備えたもの 

(ﾊ) それぞれに冷却ポンプを備える 2 以上の主要補助機関を有し、その 1 を使用しない
場合においても、発電機又は第 1 種補機の駆動に支障がないもの 

(6) 主ボイラ及び主要な補助ボイラ(内燃機関の排気のみで加熱されるものを除く。)の給水装
置は、ボイラの計画最大負荷時に必要な給水を行うことができる容量を有し、かつ、独立し
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て給水できる配管とした正副給水装置とし、装置は、独立動力で駆動される給水ポンプを有
するものであること。 
なお、2 以上の給水ポンプを備える船舶の給水装置の弁又はコックは、1 の給水ポンプを

開放中でも他の給水ポンプにより支障なくボイラに給水できるよう装置されたものである
こと。また、次に掲げるいずれかに該当する場合は、本項の規定を適用しない。 
(ⅰ) 給水ポンプのうち 1 を主機駆動とする場合 
(ⅱ) 受熱面積 20m2未満の主ボイラの副給水ポンプをインゼクタとする場合 
(ⅲ) 主要な補助ボイラが汽笛のみに蒸気を供給する場合であって、当該汽笛に代わる設備
規程に適合する他の汽笛を有する場合 

(7) 主コンデンサは、主コンデンサの計画最大容量を処理できる独立動力により駆動される復
水ポンプ及び真空装置をそれぞれ 2 以上備えたものであること。ただし、主コンデンサの構
造等を考慮して、本局首席海事技術専門官(船舶検査官)が適当と認めた場合は、省略して差
し支えない。 

(8) 第 6 号の規定の適用については、附属書[11]「補機及び管装置」及び附属書[12]「機関の
制御」によること。 

 
第６３条 

(特殊な補機及び管装置） 
危険物に係る補機及び管装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

１ 内部の危険物の漏えいの防止のための措置が講じられたものであること。 
２ 次の基準に適合する区画室内に備え付けられたものであること。 
イ 当該区画室内で生じたビルジが専用のタンク又はコファダムに導かれるものであること。  
ロ 換気装置が備え付けられたものであること。 

(特殊な補機及び管装置) 
63.0(a) 第 2 号イの規定は、総トン数 500 トン未満の船舶に備え付ける補機及び管装置並びに引火

性及び毒性を有しない危険物に係る補機及び管装置には適用しない。 
(b) 第 2 号ロの「換気装置」は、機械式のものであり、かつ、その容量は、区画の全容積につ
いて毎時 20 回以上換気できるものを標準とする。 

 
第６４条 

(始動用圧縮空気に係る補機及び管装置） 
内燃機関の始動に用いる空気タンクは、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

１ 空気タンクに接続する管の当該空気タンクとの接続部に近接した箇所に止め弁又はコック
を備え付けたものであること。 

２ 圧力計測装置を監視しやすい位置に備え付けたものであること。 
２ 船舶の推進に関係のある内燃機関の始動に用いる圧縮空気管装置は、次に掲げる基準に適合す
るものでなければならない。 
１ 空気圧縮機からの吐出管は、専ら空気タンクに導かれたものであること。 
２ 空気主管を内燃機関からの火炎の逆流から保護することができる箇所に逆止め弁を備え付
けたものであること。 

(始動用圧縮空気に係る補機及び管装置) 
64.2(a) 第 2 号の逆止め弁は、始動用空気管の機関入口に取り付けられていること。 

 
第６５条 

(制御用圧縮空気に係る補機及び管装置） 
機関の制御に用いる圧縮空気に係る補機及び管装置は、次に掲げる基準に適合するものでなけ

ればならない。 
１ 空気タンク及び空気圧縮機は、機関の制御に必要となる十分な圧縮空気を供給できるもので
あること。 

２ 空気タンクは、前条第１項各号に掲げる基準に適合するものであること。 
３ 制御に用いる圧縮空気管以外の圧縮空気管と接続する場合は、機関の制御に支障を及ぼすこ
とのないように適当な措置が講じられたものであること。 

(制御用圧縮空気に係る補機及び管装置) 
65.0(a) 計測又は制御用の空気圧装置に用いる圧縮空気源は、主機の始動に有害な影響を及ぼさない

場合に限り、主機として用いる内燃機関の始動用のものと兼用して差し支えない。 
(b) 機関の制御については、附属書[12]「機関の制御」によること。 
(c) 燃料油タンクの非常遮断弁及び消火ポンプの海水吸入弁の遠隔操作装置については、附属書

[11]「補機及び管装置」によること。 
(d) 第 3 号の規定を適用できる場合は、本局首席海事技術専門官(船舶検査官)が適当と認めた場
合に限る。 

 
第６６条 

(燃料油タンクの兼用） 
燃料油を貯蔵するディープタンクであつて燃料油以外のものを貯蔵又は積載することができ

るものに接続する燃料油管装置は、その一部を取り外すことができるものか又は適当な箇所にブ
ラインド継手を備え付けたものでなければならない。 

 

 
第６７条 

(油こし器） 
船舶の推進に関係のある燃料油管装置及び潤滑油管装置は、２個のこし器又は複式のこし器を

備え付けたものでなければならない。 

(油こし器) 
67.1(a) 本項の規定は、主機、推進のために必要な動力伝達装置及び可変ピッチプロペラ装置であっ

て強制潤滑方式(重力タンクを用いる方式を含む。)の潤滑油装置並びに主ボイラ及び主要な補
助ボイラの噴燃装置の燃料油管装置以外のものには適用しない。 

(b) 次に掲げる場合の潤滑油装置は、本条の規定に適合しているものとみなす。 
(1) 機関がオートクリーナを備え付けている場合 
(2) 平水区域を航行区域とする船舶の内燃機関又は 22kW 以下の主機として用いる内燃機関

(動力伝達装置を含む。)がこし器を通ることなく送油できるように配管されている場合 
(3) 多軸船で各軸系の各機関に単式の油こし器を設けている場合及び 1 軸系に独立に軸系を
駆動することができる主機を 2 以上有し、かつ、各主機に単式の油こし器を設けている場合 

 
第６８条 

(止め弁等） 
燃料油及び燃料油以外の油（貨物油を除く。）であって引火点が摂氏百度以下のもの（以下「燃

(止め弁等) 
68.0(a) 「引火点」とは、クローズドカップテストによる値をいう。以下同じ。 
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料油等」という。）に係る管装置は、当該管装置のポンプの吸油側及び送油側に止め弁又はコッ
クを備え付けたものでなければならない。 

 
第６９条 

(燃料油タンクの設置） 
燃料油等を貯蔵するタンク（以下「燃料油等タンク」という。）は、できる限り船体の一部を

形成するものでなければならない。 
２ 二重底を用いる燃料油等タンク以外の燃料油等タンクは、特定機関区域（船舶防火構造規則（昭
和５５年運輸省令第１１号）第２条第１９号の特定機関区域をいう。以下同じ。）外に設けなけ
ればならない。ただし、当該燃料油等タンクを特定機関区域の隔壁に隣接した二重底内底板上に
設ける場合は、この限りでない。 

３ 前項本文の規定により同項に規定する燃料油等タンクを特定機関区域外に設ける場合であっ
て当該燃料油等タンクを特定機関区域に隣接して設けるときは、当該燃料油等タンクは、次に掲
げる基準に適合するものでなければならない。 
１ 特定機関区域の隔壁に接する部分の面積ができる限り小さいものであること。 
２ できる限り二重底内底板上に設けたものであること。 

(燃料油タンクの設置) 
69.2(a) 本項の規定は、次に掲げる燃料油等タンクには適用しない。 

(1) 国際航海に従事する旅客船又は近海区域若しくは遠洋区域を航行区域とする旅客船の容
量 1kl 以下の燃料油等タンク 

(2) (1)に掲げる旅客船以外の船舶の連続 15 時間の運転に必要な容量以内の燃料油等タンク 
(b) 「特定機関区域の隔壁に隣接した二重底内底板上に設ける」とは、燃料油等タンクを特定機
関区域内に設ける際には特定機関区域内の火災による過熱のおそれができる限り少ない位置
に設けるという趣旨であるから、二重底だけではなく、燃料油等タンクが特定機関区域の隔壁
に隣接していることをも意味する。 

(c) 燃料油等タンクが特定機関区域の外板に隣接して設けられている場合は、隔壁に隣接して設
けられているものとみなす。 

(d) 「二重底内底板上に設ける」とは、燃料油等タンクを設ける際には下面が炎であぶられる
ことがないような措置を講ずるという趣旨であるから、次に掲げるような燃料油等タンクの下
面(燃料油等タンクの側壁の下端が構造上やむを得ず外側に曲げられている場合の当該部分を
除く。以下同じ。)が特定機関区域に隣接していない場合、当該燃料油等タンクは、二重底内
底板上に設けられているものとみなす。 
(1) 燃料油等タンクを船底上に設けた場合 
(2) 燃料油等タンクの下面がない場合 
(3) 燃料油等タンクの下面と二重底内底板又は船底との間に空所が設けられ、かつ、当該空所
と特定機関区域との間の隔壁に開口がない場合(当該隔壁に通常閉鎖されているボルト締め
ハッチが設けられている場合を含む。) 

(e) 燃料油等タンクの側壁(側壁の下端が構造上やむを得ず外側に曲げられている場合の当該部
分を除く。)が下から炎であぶられるおそれがある形状の場合、当該側壁については、(d)に掲
げる燃料油等タンクの下面と同様に取り扱うこと。 

69.3(a) 「二重底内底板上に設ける」については、69.2(d)及び(e)によること。 

 
第６９条 
の２ 

(燃料油タンクの保護) 
燃料油タンクの総容量が 600 平方メートル以上の船舶の燃料油タンクは、衝突、乗揚げその他

の事由により船舶に損傷が発生した場合において、大量の燃料油が排出されることを防止するた
めの措置が講じられたものでなければならない。 

 (燃料油タンクの保護) 
69-2.0(a) 「大量の燃料油が排出されることを防止するための措置｣とは、次に掲げる措置をいう。 
   (1) 個々の燃料油タンクの容量(燃料タンクの容積の 98％とする。以下同じ。)は、2500m3を

超えてはならない。 
   (2) 燃料油タンクは、次に掲げる位置に設けること。 
    (ⅰ) 燃料油タンクの総容量(すべての燃料油タンクの容量を合計したものをいう。以下同

じ。)が 600m3以上 500m3未満である船舶の燃料油タンクは、次に掲げる基準に適合する
位置に設けること。ただし、燃料油タンクの容量が 30m3を超えないもの(以下｢小型燃料
油タンク｣という。)については、この限りでない(当該タンクの容量を合計したものが
600m3を超えない場合。)。 

     (イ) 船側外板から直角に測った距離がいずれの箇所においても次の算式により算定した
値又は 1m(燃料油タンクの容量が 500m3を超えない場合にあっては、0.76m)のうち、
いずれか大きいもの以上であること。 

       0.4＋2.4×C/20,000 (m) 
     (ロ) 船底外板から直角に測った距離がいずれの箇所においても船の幅(満載喫水線規則

(昭和 43 年運輸省令第 33 号)第 7 条に規定する船の幅をいう。)の 1/20(2m を超える場
合にあっては、2m)又は 0.76m のうちいずれか大きいもの以上であること。。なお、ス
ケグを有する船舶の場合、スケグの幅方向範囲においては、スケグと船底外板上面の交
点における基線に平行な線から測った距離とすること(図 69-2.0(a)(2)(i)(ロ)参照)。ただ
し、海底資源掘削船であって自己昇降型のものについては、この限りでない。 
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図 69-2.0(a)(2)(i)(ロ) 
     (ハ) ビルジ部にあっては、型基線から垂直距離が(ロ)の規定の 1.5 倍の高さを超える部分

については、(イ)の基準に適合し、それ以下の部分については(ロ)の基準に適合するよ
うに配置すること。(図 69-2.0(a)(2)(i)(ハ)〈1〉参照)。ただし、幅方向に平坦な船底勾
配を有する船舶の場合、前述の垂直距離は船底外板上面から測った距離とすること(図
69-2.0(a)(2)(i)(ハ)＜2＞参照)。 

 
図 69-2.0(a)(2)(i)(ハ)＜1＞燃料タンクの境界線(その 1) 
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図 69-2.0(a)(2)(i)(ハ)＜2＞燃料タンクの境界線(その 2) 

    (ⅱ) 燃料油タンクの総容量が 500m3以上である船舶の燃料油タンクは、次に掲げる基準に
適合する位置に設けること。ただし、小型燃料油タンクについては、この限りでない。(当
該タンクの容量を合計したものが 600m3を超えない場合。)。 

     (イ) 船側外板から直角に測った距離がいずれの箇所においても次の算式により算定した
値(2m を超える場合にあっては、2m)又は 1m のうち、いずれか大きいもの以上である
こと。 

       0.5＋C/20,000 (m) 
       C は、燃料油タンクの総容量(m3) 
     (ロ) 上記(ⅰ)(ロ)及び(ハ)に掲げる基準 
    (ⅲ) 上記(ⅰ)及び(ⅱ)にかかわらず、MARPOL 条約附属書Ⅰ第 12A 規則第 11 項に規定す

る損傷時の燃料油流出基準を満足する場合にあっては、船側外板若しくは船底外板の一部
を構成する燃料油タンク又は船側外板若しくは船底外板に隣接する燃料油タンクを設け
ることができる。 

   (3) 燃料油タンクに設けるウェルは、できる限り小さいものであって船底外板からウェル底面
に直角に測った距離が(2)(ⅰ)(ロ)の規定による値の 1/2 以上であること。 

   (4) (2)(ⅰ)(イ)(燃料油タンクの総容量が 5000m3 以上の場合にあっては、(2)(ⅱ)(イ))又は
(2)(ⅰ)(ロ)の範囲内を通る燃料油管(空気管及びオーバーフロー管は含まない。)であって、燃
料油タンクの頂板若しくは側板又は底板を貫通するものについては、次に掲げる要件に適合
する弁その他の閉鎖装置を備えなければならない。 

    (ⅰ) 当該タンクの頂板若しくは側板又は底板の直近に備えられていること。(当該タンクの
内側に設置しても差し支えない。) 

    (ⅱ) 船底外板から弁その他の閉鎖装置に対して直角に測った距離がいずれの箇所において
も(2)(ⅰ)(ロ)の規定による値の 1/2 以上であること。図 69-2.0(a)(4)(ⅱ)参照 

 
図 69-2.0(a)(4)(ⅱ) 弁その他の閉鎖装置の設置場所の例 
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    (ⅲ) 上記(ⅱ)にかかわらず、(2)(ⅲ)の規定に基づき配置等が決定された燃料油タンクに備え
る弁その他の閉鎖装置は、(2)(ⅰ)(イ)(燃料油タンクの総容量が 5000m3以上の場合にあっ
ては、(2)(ⅱ)(イ))又は(2)(ⅰ)(ロ)の範囲内に備えることができる。 

    (ⅳ) 船橋又は主機の制御場所から暴露甲板を通ることなく容易に近づくことができる閉囲
された場所において操作することができるものであること。 

    (ⅴ) 弁その他の閉鎖装置が遠隔操作装置を有する場合にあっては、遠隔操作装置がその機
能を喪失した場合に、弁その他の閉鎖装置が閉鎖された状態になるものであること。 

 
第７０条 

(油タンクの附属装置） 
貨物油タンク以外の油タンク（二重底を用いる油タンクを除く。）は、次に掲げる基準に適合

する吸引元弁又はコックを備え付けたものでなければならない。 
１ 油を吸引する管のタンク壁に接続する箇所に備え付けたものであること。 
２ 次に掲げる場合を除き、吸引元弁又はコックを遠隔操作により閉鎖することができる装置を
備え付けたものであること。 
イ 吸引元弁又はコックを備え付けた箇所が軸路、管通路その他の通常人の立ち入らない区画
室内にあり、かつ、油を吸引する管の当該区画室外の箇所に止め弁又はコック（当該止め弁
又はコックを備え付けた箇所が機関区域（船舶防火構造規則第２条第２１号の機関区域をい
う。次条第２項、第９６条第５号及び第９９条第１項において同じ。）内であるときは、遠
隔操作により閉鎖することができる装置を備え付けた止め弁又はコック）を備え付けてある
場合 

ロ 吸引元弁又はコック（燃料油等以外の油を貯蔵するタンクに備え付ける吸引元弁又はコッ
クに限る。）を備え付けた箇所が特定機関区域外である場合  

ハ 吸引元弁又はコックが通常閉鎖された状態にある場合  
２ 燃料油タンクの注油管であって船外からの注油に用いるものは、次に掲げる基準に適合するも
のでなければならない。 
１ 開口は、堅固なふたで密閉することができるものであること。 
２ 専ら注油に用いるものであること。 
３ タンク壁に接続する箇所に逆止め弁又は遠隔操作により閉鎖することができる装置を備え
付けた止め弁若しくはコックを備え付けたものであること。ただし、燃料油タンクの頂部に接
続する注油管にあっては、この限りでない。 

４ 注油管の弁又はコックに遠隔操作により開閉することができる装置を備え付ける場合は、当
該装置に故障が生じた場合においても、注油に支障が生じないものであること。 

３ 貨物油タンク以外の油タンクに備え付けられる前２項に規定する附属装置及びその他の附属
装置は、外部から損傷を受けるおそれのない場所に備え付けたものでなければならない。 

４ 開口を有する貨物油タンク以外の油タンクの当該開口は、次に掲げる基準に適合するものでな
ければならない。 
１ 引火性ガスが火災の発生のおそれのある場所に滞留しないように安全な場所に導かれたも
のであること。 

２ 波浪の浸入及び漏油を防止するための措置が講じられたものであること。 
５ 複数の機関に燃料を供給する燃料油タンクの燃料供給管及び戻り管には、燃料の供給を個々の
機関ごとに遮断するための装置を備えなければならない。 

(油タンクの附属装置) 
70.1.1(a) 油タンクが魚倉と隣接している場合であって管海官庁がやむを得ないと認めるものにつ

いては、第 1 号の規定により魚倉内に設けることとなる吸引元弁又はコックを当該吸引管が貫
通する魚倉区画の隔壁の魚倉と反対側の隔壁面に設けることとして差し支えない。 

70.1.2(a) 第 2 号の規定は、燃料油タンク及び潤滑油タンク以外のものには適用しない。 
(b) 第 2 号の規定は、次の規定に適合する燃料油タンク((1)～(3)に掲げるもの)又は潤滑油タン
クには適用しない。 
(1) 容量 0.5kl 未満のもの 
(2) 管装置が損傷した際に油が漏出する構造であって二重底よりも上方に配置されるもの以
外のもの 

(3) 容量 15kl 以下のもので、かつ、出入口から容易に接近することができる場所に設置され
ているもの(重力タンク及び旅客船の油タンクは除く。) 

(4) 通常航海中には弁又はコックが閉じられている潤滑油タンク 
(5) 附属する遮断弁が偶発的に作動した場合、主機関又は主要な補助機関の正常な運転が継続
できず、停止させることになる潤滑油タンク 

(c) 非常用発電機の燃料油タンクの遠隔操作により閉鎖することができる装置を備え付けた止
め弁又はコックの遠隔操作用制御器は、機関区域内にある他の油タンクの遠隔操作により閉鎖
することができる装置を備え付けた止め弁又はコックの遠隔操作用制御器から離れた位置に
設置しなければならない。 

70.2(a) 船外からの注油に用いる注油管が燃料油移送ポンプを介して燃料油タンクと接続されてい
る場合は、当該燃料油移送ポンプと燃料油タンクとの間の注油管を燃料油移送ポンプとして用
いて差し支えない。 

70.4(a) 開口については、附属書[9]「安全装置の基準」によること。 
70.5(a) 本項の規定は、総トン数 500 トン未満の船舶(国際航海に従事する旅客船を除く。)には適用

しない。 
(b) 本項の規定により備えなければならない燃料の供給を個々の機関ごとに遮断するための装
置は、以下の考慮を行うこと。 
(1) 当該装置により何れかの機関への燃料の供給を遮断する際に、他の機関の操作に影響を及
ぼすものでないこと。 

(2) いずれの機関の火災によっても近づくことができなくなることのない場所から操作でき
るものでなければならない。 

(3) できる限り、機関室局所消火装置の起動との連携を考慮した位置に設置されるものである
こと。 

 
第７１条 

(低引火点の燃料油に係る補機及び管装置） 
引火点が摂氏４３度を超え、摂氏６０度以下の燃料油に係る補機及び管装置は、次に掲げる基

準に適合するものでなければならない。 
１ 二重底を用いる燃料油タンク以外の燃料油タンクは、特定機関区域外に設けること。 
２ ポンプの吸引管は、温度計測装置を備え付けたものであること。 
３ こし器の出入口に止め弁又はコックを備え付けたものであること。 
４ 管の継手は、できる限り溶接継手又は円すい形若しくは球面形のユニオン継手とすること。 

２ 引火点が摂氏４３度以下の燃料油に係る補機及び管装置は、次に掲げる基準に適合するもので
なければならない。 
１ 燃料油タンクは、機関区域外に設けること。 
２ 前項第２号から第四号に掲げる基準 

(低引火点の燃料油に係る補機及び管装置) 
71.0(a) 本条の規定は、総トン数 100 トン未満の船舶には適用しない。 

(b) 本条の規定に従う以外に引火点 61℃以下の燃料油は使用されていないこと。 
71.1(a) 非常用発電機の原動機には、各号列記の要件によらず、引火点 43℃を超える燃料油を使用

することができる。 
(b) 本項の規定に従うことで、非常ポンプ(射水消火装置)の原動機及び特定機関区域内に設置さ
れない機関へ燃料油として供給できる。 

(c) 第1号の規定は、次に掲げる船舶以外の船舶の容量1kl以下の燃料油タンクには適用しない。 
(1) 国際航海に従事する船舶(漁船を除く) 
(2) 近海区域又は遠洋区域を航行区域とする旅客船 

71.2(a) 本項に定める燃料油並びにその補機及び管装置は、国際航海に従事する旅客船に使用されて
いないこと。 

(b) 第 1 号の規定は、次に掲げる船舶以外の船舶の容量 1kl 以下の燃料油タンク及び非常電源
の用に供する機関に係る燃料油タンクには適用しない。 
(1) 国際航海に従事する旅客船以外の船舶(漁船を除く) 
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(2) 近海区域又は遠洋区域を航行区域とする旅客船 
(c) 第 2 号の適用に当たっては、同号において引用する第 1 項第 5 号中「引火点より十度低い
温度」を「三十三度」と読み替えて差し支えない。 

 
第７２条 

(排気管装置） 
喫水線付近に排気口を有する排気管装置は、当該排気口から海水が原動機又はボイラに浸入す

ることを防止するための措置が講じられたものでなければならない。 
２ 原動機の排気管装置は、原動機からの排気の余熱を利用するボイラの排気管装置であって原動
機の排気管との接続により当該原動機の性能を著しく低下させるおそれのないものと接続する
場合を除き、ボイラの排気管装置と独立したものでなければならない。 

３ ２台以上の内燃機関からの排気を共通の消音器に導く排気管装置は、停止している内燃機関の
シリンダに作動している内燃機関からの排気が侵入することを防止するための措置が講じられ
たものでなければならない。 

４ ボイラの排気管装置は、当該排気管装置内にせき板を設けてはならない。ただし、当該せき板
の開度が３分の２以下となることがなく、かつ、当該せき板を任意の開度で固定できる構造のも
のであつて当該開度を明りょうに表示することができるものについては、この限りでない。 

 

 
第７３条 

(冷却管装置の海水吸入口） 
船舶の推進に関係のある原動機又は補機の冷却に用いる冷却管装置であって冷却水として海

水を用いるものは、２個以上の海水吸入口を有するものでなければならない。 
２ 前項の冷却管装置のすべての海水吸入口を海水箱に接続する場合は、２個以上の海水箱に接続
しなければならない。 

(冷却管装置の海水吸入口) 
73.1(a) 本項の規定は、第 62 条第 1 項第 3 号の規定により予備の冷却ポンプを備え付けなければな

らない冷却管装置以外の冷却管装置には適用しない。 
(b) 本項に規定する海水吸入口のうち 1 は、冷却以外の目的に使用するポンプに連結されてい
ないこと。 

 
第７４条 

(冷却管装置のこし器） 
前条第１項の冷却管装置は、海水吸入弁とポンプとの間に２個のこし器又は複式のこし器を備

え付けたものでなければならない。 

(冷却管装置のこし器) 
74.0(a) 本条の規定は、内燃機関の主機及び主要な補助機関(発電機及び第 1 種補機を駆動するもの

に限る。以下本条において同じ。)が海水で冷却される船舶以外の船舶には適用しない。 
(b) 本条の規定は、次に掲げる機関を海水冷却するポンプには適用しない。 

(1) 長さ 25m 未満の船舶の主機及び主要な補助機関 
(2) 長さ 25m 以上 50m 未満の船舶の主要な補助機関 

(c) 単式のこし器 2 を備える場合であって、海水吸入弁と各冷却ポンプとの間に各 1 を設け、そ
のうち 1 を開放中においても機関に送水できるよう配管することとして差し支えない。 

 
第７５条 

(給水装置） 
ボイラの給水に用いる補機及び管装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければならな

い。 
１ ボイラの最大負荷時に必要とされる量のボイラ水を給水することができる動力ポンプを備
え付けたものであること。 

２ 給水管の適当な箇所にねじ締め逆止め弁を備え付けたものであること。 
３ 主機に蒸気を供給するボイラの給水に用いるものにあっては、自動的に給水量を調整するこ
とができる給水制御装置を備え付けたものであること。 

(給水装置) 
75.1(a) 第 3 号の規定は、独立動力のポンプで給水する場合の給水制御装置以外のものには適用しな

い。 

 
第７６条 

(蒸気管装置の止め弁等） 
２個以上のボイラから発生した蒸気を共通の蒸気管に導く蒸気管装置は、それぞれのボイラか

ら共通の蒸気管までの間に止め弁及び逆止め弁を備え付けたものでなければならない。ただし、
第４４条の規定により備え付ける蒸気止め弁をねじ締め逆止め弁とする場合は、逆止め弁を備え
付けることを要しない。 

 

 
第７７条 

(油の加熱に用いる管装置） 
油を加熱するために用いる蒸気管装置又は温水管装置は、これらの管装置内の蒸気又は温水へ

の油の混入の有無を検査することができる装置を備え付けたものでなければならない。 

(油の加熱に用いる管装置) 
77.0(a) 本条の管装置を油の混入の有無を検査できるように検油タンクに導いた場合は、本条の規定

に適合したものとみなす。 

 
第７８条 

(ビルジポンプ） 
長さ２５メートル以上の船舶には、ビルジを船外に排出するための十分な能力を有する２台の

動力ポンプを備え付けなければならない。この場合において、当該動力ポンプのうち１台は、独
立動力ポンプとしなければならない。 

２ 長さ２５メートル未満の船舶には、ビルジを船外に排出するための十分な能力を有する動力ポ
ンプ及び手動ポンプをそれぞれ１台ずつ備え付けなければならない。 

３ 第１項の独立動力ポンプは、速やかにビルジの吸引を開始することができるものでなければな
らない。 

(ビルジポンプ) 
78.1&2(a) 主機駆動のポンプは、独立動力以外のポンプとみなす。 

(b) 動力ポンプをもって手動ポンプに、独立動力ポンプをもって主機駆動ポンプに代えて差し支
えない。 

(c) 独立動力のバラストポンプ、衛生ポンプ、雑用ポンプ等であって、ビルジを排出できるもの
は、ビルジポンプとみなして差し支えない。 

(d) 独立動力ポンプは、自己呼び水形又は他に呼び水ポンプを備え付けたものであること。た
だし、長さ 50m 未満の船舶に備え付けるビルジポンプであって海水を吸引できるよう配管さ
れている場合は、この限りでない。 

(e) 独立動力ポンプの吸引能力は、第 79 条第 2 号の規定により算定した径のビルジ吸引主管内
の流速を 120m/min 以上とすることができるものであること。この場合において、本条第 1
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項又は第 2 項のビルジポンプのほかに、適当に配管されている独立動力ビルジポンプを備え付
けている場合は、その各吸引能力を当該独立動力ビルジポンプ 1 台の吸引能力に加えて差し支
えない。 

78.1(a) 長さ 50m 未満の船舶にあっては、2 の手動ポンプをもって 1 の独立動力以外のポンプに代
えて差し支えない。 

(b) 長さ 30m 未満の船舶(旅客船を除く。)であって独立動力ポンプの備付けが困難であると本
局首席海事技術専門官(船舶検査官)が認めるものについては、他のポンプの能力配管等を考慮
して独立動力ポンプを省略して差し支えない。 

78.2(a) 旅客船以外の船舶であって管海官庁が認めるものについては、手動ポンプのみとして差し支
えない。 

78.3(a) 本項の規定は、長さ 50m 未満の船舶には適用しない。 

 
第７９条 

(ビルジ吸引管） 
専ら液体の積載に用いられる水密区画室以外の水密区画室（第８７条の規定によりビルジ吸引

管が備え付けられた水密区画室を除く。）には、次に掲げる基準に適合するビルジ吸引管を備え
付けなければならない。 
１ 前条第１項又は第２項の規定により船舶に備え付けるポンプの双方と接続されたものであ
ること。ただし、当該ポンプの動力を用いないで水密区画室内のビルジを有効に吸引すること
ができるビルジ吸引管を備え付けた水密区画室については、この限りでない。 

２ 船舶の大きさ及びビルジを吸引する水密区画室の大きさに応じ、適切にビルジを船外に排出
することができる十分な内径を有するものであること。 

３ 機関室、船艙その他の通常ビルジにごみが混入する水密区画室のビルジ吸引管にあっては、
マッドボックスその他のごみよけ装置を備え付けたものであること。 

(ビルジ吸引管) 
79.0(a) 本条の規定は、船倉、機関室及び軸路以外の水密区画室並びに手動ポンプを備える容積の小

さい船倉であって当該手動ポンプにより当該船倉のビルジを吸引することができる場合には
適用しない。 

(b) 直接機関室のビルジが排出できるようにも配管されていること。 
(c) ビルジ吸引管の内径については、附属書[4]「構造等の基準」によること。ただし、区画規
程が適用される船舶については、当該値と区画水密告示のビルジ管径の計算式で算定した値の
うちいずれか大きい方の値以上とすること。 

(d) 「マッドボックスその他のごみよけ装置を備えたもの」については、次に掲げるところに
よること。 
(ｲ) 機関室及び軸路におけるビルジ吸引管は、マッドボックスに連結されたものであること。
ただし、長さ 50m 未満の船舶については、ローズボックスとして差し支えない。 

(ﾛ) 予備として設けられているビルジ吸引管は、ローズボックスとして差し支えない。 
(ﾊ) 船倉及び石炭庫に設けるビルジ吸引管の端部は、ローズボックスであること｡ 

(e) 次に掲げるものについては、附属書[11]「補機及び管装置」によること。 
(ｲ) ビルジ吸引管、ビルジ分配箱等の弁及びコック 
(ﾛ) マッドボックス及びローズボックスの構造 

 
第８０条 

(機関室のビルジ吸引管） 
長さ５０メートル以上の船舶の機関室には、前条に規定するビルジ吸引管のほか、第７８条第

１項の規定により船舶に備え付ける独立動力ポンプと接続されたビルジ吸引管であって、専ら原
動機、ボイラ及び補機を備え付けた水密区画室のビルジを吸引するもの（次項において「直接ビ
ルジ吸引管」という。）並びに危急用のビルジ吸引管を備え付けなければならない。 

２ 前項の直接ビルジ吸引管は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 
１ マッドボックスその他のごみよけ装置を備え付けたものであること。 
２ 前条第２号に掲げる基準 

３ 第１項の危急用のビルジ吸引管は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 
１ 専ら主機を備え付けた水密区画室のビルジを吸引するものであること。 
２ 内燃機関を主機とする船舶にあっては当該主機の冷却水ポンプ、蒸気タービンを主機とする
船舶にあっては当該主機に係る循環ポンプ、その他の船舶にあっては第７８条の動力ポンプ以
外の独立動力ポンプであって機関室において最大の能力を有するものと接続されたものであ
ること。 

３ 前号のポンプの能力に応じ、適切にビルジを船外に排出することができる十分な内径を有す
るものであること。 

４ 吸引口の位置は、主機の作動に支障を生じないようにビルジを吸引することができる高さに
あること。 

５ 機関室の床板上で容易に操作することができるねじ締め逆止め弁を備え付けたものである
こと。 

(機関室のビルジ吸引管) 
80.2(a) 「直接ビルジ吸引管」とは、他のビルジポンプが船体の他の箇所よりビルジを排出中であっ

ても機関室(機関室が水密隔壁により主機室、補機室、ボイラ室等に区画されている場合にあ
っては、各室)よりビルジを排出できるビルジ吸引管をいう。 

(b) 第 1 号の規定については、79.0(d)及び(e)の規定を準用する。 
80.3(a) 本項の規定は、主冷却海水ポンプ又は主循環ポンプが危急用ビルジ排水に不適当であると認

められる場合であって、ビルジポンプ以外の機関室内の最大の容量のポンプに連結することが
できる場合には適用しない。この場合において、当該ビルジ吸引管の内径は、使用するポンプ
の吸引口径に合ったものであること。 

(b) 危急用ビルジ吸引管の内径、吸引口の位置及びねじ締め逆止め弁については、附属書[11]
「補機及び管装置」によること。 

 
 
 
第８１条 

第２節 タンカーの補機及び管装置 
 

(適用） 
この節の規定は、タンカー（その貨物艙がばら積みの引火性を有する液体貨物（以下この節に

おいて「貨物」という。）の輸送のための構造を有する船舶（危険物船舶運送及び貯蔵規則第１
４２条の液化ガスばら積船に該当する船舶及び同令第２５７条の液体化学薬品ばら積船（同令第
２５７条の２に規定する船舶を除く。）に該当する船舶を除く。）をいう。）に適用する。 

第 2 節 タンカーの補機及び管装置 
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第８２条 

(貨物油管の弁等） 
貨物油管は、貨物油ポンプの吸油側及び送油側に止め弁又はコックを備え付けたものでなけれ

ばならない。 
２ ポンプ室の隔壁を貫通する貨物油管は、当該隔壁を貫通する箇所のポンプ室側に遠隔操作によ
り閉鎖することができる装置を備え付けた止め弁を備え付けたものでなければならない。ただ
し、当該貨物油管の各支管に甲板上から開閉することができる弁を備え付けた貨物油管について
は、この限りでない。 

(貨物油管の弁等) 
82.1(a) 「貨物油管」には、油以外の引火性を有する液体貨物に係る管を含む。以下同じ。 

(b) 「貨物油ポンプ」には、油以外の引火性を有する液体貨物に係るポンプを含む｡以下同じ。 

 
第８３条 

(貨物油ポンプ） 
貨物油ポンプは、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

１ 貨物、貨物油タンク及び貨物油タンクに隣接するバラストタンクの水バラスト、貨物油タン
クに隣接するコファダム及びポンプ室のビルジ並びに貨物油タンクの洗浄水の移送以外の用
途に使用されないものであること。 

２ 貨物油ポンプの吐出圧力を計測するための圧力計測装置であって当該貨物油ポンプの設置
場所（当該貨物油ポンプの操作を当該貨物油ポンプの設置場所以外の場所において行う場合
は、当該設置場所及び操作を行う場所）に指示計を有するものを備え付けたものであること。 

３ 漏油をできる限り防止することができる構造のものであること。 

(貨物油ポンプ) 
83.0(a) 「貨物油タンク」には、油以外の引火性を有する液体貨物を積載するタンクを含む。以下同

じ。 

 
第８４条 

(貨物油タンクの附属装置） 
貨物油タンクは、次に掲げる基準に適合する通気装置を備え付けたものであり、かつ、第１号

に掲げる基準に適合する装置又は貨物制御室その他の貨物及び水バラストの制御を行う場所に
おいて貨物油タンク内の圧力を表示することができ、かつ、貨物油タンク内の圧力が著しく変化
した場合に警報を発することができる貨物油タンク内の圧力を監視する装置のいずれかを備え
付けたものでなければならない。 
１ 貨物の積込み及び取卸し並びに水バラストの積込み及び排出により生じる貨物油タンク内
の圧力の変化を調整することができるものであること。 

２ 温度変化により生じる貨物油タンク内の圧力の変化を調整するための自動呼吸弁を適当な
位置に備え付けたものであること。 

３ 他の空気管と独立したものであること。 
２ 貨物油タンクは、貨物の液面が当該貨物油タンク内の通気が十分に行われるように設定された
高さを超えないようにするための適当な装置を備え付けたものでなければならない。 

(貨物油タンクの附属装置) 
84.0(a) 本条の規定は、防火構造規則第 27 条の 2 の 2 のタンカー以外のタンカーの貨物油タンクに

は適用しない。 
84.1(a) 次に掲げる貨物油タンクには、「第一号に掲げる基準に適合する装置又は貨物制御室その他

の貨物及び水バラストの制御を行う場所において貨物油タンク内の圧力を表示することがで
き、かつ、貨物油タンク内の圧力が著しく変化した場合に警報を発することができる貨物油タ
ンク内の圧力を監視する装置」を備え付けることを要しない。 
(1) 国際航海に従事する総トン数 500 トン以上のタンカー以外の船舶の貨物油タンク 
(2) 貨物の積込み及び取卸し並びに水バラストの積込み及び排出のいずれの場合においても、
貨物油タンク内の圧力の調整を 2 以上の通気装置で行うことができる貨物油タンク 

(b) 貨物油タンクの通気装置については、本項によるほか、防火構造規則第 51 条の 4 によるこ
と。 

(c) 「通気装置」には、貨物油タンクの倉口、油面測定口、バタワース口等の開口を含まない。 
(d) 通気装置については、附属書[9]「安全装置の基準」によること。 
(e) 「第一号に掲げる基準に適合する装置」とは、貨物の積込み及び取卸し並びに水バラストの
積込み及び排出のいずれの場合においても、貨物油タンク内の圧力の調整ができるように PV
ブレーカー又はラプチャーディスクを設け、かつ、排気口の部分を二重化したものをいう。た
だし、二以上の貨物タンクに共通の通気装置であって、船舶検査心得 3-2 船舶防火構造規則
51-4.1.1(a)により止め弁の施錠装置が取り付けられ、かつ、開閉が表示できるように措置され
ている場合は、PV ブレーカー又はラプチャーディスクを設けることを要しない。 

(f) 「貨物油タンク内の圧力の変化を調整することができる」とは、貨物油の積込み及び取卸し
並びに水バラストの積込み及び排出により生ずる貨物油タンク内の圧力が当該貨物油タンク
の許容圧力を超えない範囲において調整することができることをいう。 

(g) 排気専用の自動弁と吸気専用の自動弁が対で備え付けられている場合は、第 2 号の自動呼
吸弁が備え付けられているものとみなす。 

84.2(a) 「適当な装置」とは、液量計測装置(警報器付き)をいう。 
(b) 国際航海に従事しないタンカーであって、防火構造規則第 51 条の 4 第 1 項第 3 号イに掲げ
る高速排気装置が設けられていない場合(開口の甲板上からの高さが図 84.2＜1＞区分 A の範
囲内にある場合)については、液量計測装置(警報器付き)に代えて油面監視管として差し支えな
い。 

(c) 液量計測装置(警報器付き)及び油面監視管については、附属書[9]「安全装置の基準」による
こと。 
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図 84.2＜1＞ 油面監視管の使用可能範囲 

 
第８５条 

(貨物油タンク内の配管等） 
貨物油タンク内には、貨物油管、貨物の加熱管、貨物油タンクのバラスト管その他当該貨物油

タンク内に設けることがやむを得ない管装置以外の管装置は、設けてはならない。 
２ 貨物油タンク内の管装置の弁の操作棒又は貨物油ポンプを駆動する軸であってガス密又は油
密の甲板又は隔壁を貫通するものは、当該操作棒又は軸が貫通する箇所に気密のパッキン箱を備
え付けたものでなければならない。 

(貨物油タンク内の配管等) 
85.1(a) 本項の規定は、次に掲げる場合には適用しない。 

(1) 蒸気管を次に掲げる基準に適合するように配管する場合 
(ⅰ) 主管は、貨物油タンク内に配管されていないこと。 
(ⅱ) 貨物油タンク内又は貨物油管に導かれる支管には、これらとの接合箇所の主管側にブ
ラインド継手又は二重の止め弁が備え付けられていること。 

(ⅲ) 管には、スリップ継手等の蒸気の漏洩のおそれのある継手が設けられていないこと。 
(2) 暴露甲板の排水管を配管する場合であって次に掲げる基準に適合するとき 

(ⅰ) 貨物油タンクうちの継手は、すべて溶接継手であること。 
(ⅱ) 管の厚さは、16mm 以上であることを標準とする。 

(3) 船外排出管を配管する場合であって次に掲げる基準に適合するとき 
(ⅰ) 管の厚さは、16mm 以上(鋳鋼管にあっては 15mm 以上)であることを標準とする。 
(ⅱ) 継手は、すべて溶接継手であること。 
(ⅲ) 管の内面に防食塗装を施す等の措置が講じられていること。ただし、鋳鋼管を用いる
場合については、この限りでない。 

(ⅳ) 船舶の動揺及び振動に耐えられるように支持されていること。 
(ⅴ) 貨物油タンク内には、弁が設けられていないこと。 

(b) 「その他当該貨物油タンク内に設けることがやむを得ない管装置」とは、消火管、ガス排出
管、洗浄用の管(蒸気管を除く。)、測深装置の管及び貨物油管装置の遠隔制御装置用油圧管を
いう。 

 
第８６条 

(蒸気管装置） 
貨物油タンクに開口を有する蒸気管装置及び貨物油管に接続される蒸気管装置は、当該蒸気管

装置の当該開口に近接した箇所及び当該貨物油管との接続部分に近接した箇所に二重の止め弁
を備え付けたものでなければならない。 

 

 
第８７条 

(ビルジ吸引管） 
ポンプ室及び貨物油タンクに隣接するコファダムには、次に掲げる基準に適合するビルジ吸引

管を備え付けなければならない。 
１ 次のイ又はロに掲げるポンプ２台と接続されたものであること。 
イ 専らポンプ室及び当該コファダムのビルジの吸引に用いられる動力ポンプ  
ロ 貨物油ポンプ（ビルジ吸引口にねじ締め逆止め弁を備え付けたビルジ吸引管に限る。） 

２ 第七十九条のビルジ吸引管と独立したものであること。 
３ 機関室に導かれていないものであること。 

(ビルジ吸引管) 
87.0(a) 本条の規定は、長さ 60m 未満のタンカーであつて吸引口径 50mm 以上の手動ポンプを備え

るものについては適用しない。 
(b) 第 3 号の規定は、防火構造規則第 27 条の 2 のタンカー以外のタンカーには適用しない。 

 
第８８条 

(バラスト管装置等） 
貨物油タンクに隣接するバラストタンクは、適当な通気装置を備え付けたものでなければなら

ない。 
２ 前項のバラストタンクに接続されるバラスト管及び貨物油タンク内を貫通するバラスト管は、
これ らのバラスト管以外の管装置と独立したものでなければならない。 

３ 前項のバラスト管は、機関室に導かれていないものでなければならない。 

(バラスト管装置等) 
88.1(a) 「適当な通気装置」とは、注入管の 1.25 倍又は 1,000cm2 のうち小さい方の値以上の断面

積となる口径を有する空気管をいう。 
88.2(a) バラスト管の構造については、附属書[11]「補機及び管装置」によること。 

 
第８９条 

(ポンプ室等の通気装置） 
ポンプ室及び貨物油タンクに隣接するコファダムは、適当な通気装置を備え付けたものでなけ

ればならない。 

(ポンプ室等の通気装置) 
89.0(a) 「適当な通気装置」とは、コファダムにあっては口径 50mm 以上の空気管をいう｡ 

 
第９０条 

(引火性ガスを発生する管装置の開口） 
貨物油タンク、ポンプ室並びに貨物油タンクに隣接するコファダム及びバラストタンクに開口

を有する管装置の他の開口であって引火性ガスを発生するものは、通風が良好であり、かつ、火
災の発生のおそれのない暴露甲板上に設けなければならない。 
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